
 

令和７年度山形県こどもの居場所運営支援事業費補助金交付要綱 

 

（目的及び交付） 

第１条 知事は、全てのこどもが心身の状況や置かれている環境等にかかわらず、そ

の権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができるよう、こど

もを地域で見守り育む「こどもの居場所づくり」の取組みを拡大・定着することを

目的として、次条に規定する事業実施主体がこどもの居場所運営事業を行う場合に

おいて、山形県補助金等の適正化に関する規則（昭和 35年８月県規則第 59号。以

下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で事業実施

主体に対し補助金を交付する。 

 

（事業実施主体） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業者（以下「事業実施主体」という。）は、山形

県内でこどもの居場所づくりに取り組む民間団体等（法人格の有無は問わない。個

人を除く。）とする。ただし、規則第６条の２に定める者のほか、政治的・宗教的な

勧誘行為等を行う者は除く。 

 

（補助の対象） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、令和７年４

月１日から令和８年１月 31 日までの間に事業実施主体が行う次の各号に掲げる要

件を全て満たすものとする。 

（１）こどもやその家族に、無料又は低額で安心・安全な食事や食材等を提供する 

こと（低額とは、一食の原材料費に相当する額等営利を求めない範囲でこども

の負担にならない程度の額であること）。 

（２）宿題等の自主学習等学びの支援や、地域住民こども同士の交流・遊び体験等

こどもの居場所づくり活動を行うこと。 

（３）地域の実情に応じ、広く参加者を募集すること。 

（４）令和７年４月１日から令和８年１月 31 日までの期間に８回以上計画するこ

と。 

（５）令和７年４月１日以降に山形県こどもの居場所づくりサポートセンターの相

談支援等を受けて、令和８年１月 31日までに（１）、（２）及び（３）に掲げる

全てを満たす事業を立ち上げた事業者にあっては、立ち上げ日から起算して１

年の間に８回以上計画すること。 

 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事

業の実施に直接的に必要となる令和７年４月１日から令和８年１月 31 日までの期

間における別表に掲げる経費とする。ただし、この補助金以外の国や市町村の補助

金等の対象経費に計上したものは、補助の対象としない。 

２ 補助金の額は、別表に掲げる額とする。ただし、算出された金額に千円未満の端

数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 



（事業の実施体制等） 

第５条 補助事業の実施に当たっては、次に掲げる事項に留意するものとする。 

（１）事業従事者の調整や会場運営等にあたる現場を統括する責任者を定め配置す

ること。 

（２）事業内容について、地域住民等への十分な説明を行い、理解と協力を得られ

るよう努めること。 

（３）会場内での事故防止等安全確保に努めるとともに、自宅等と会場間の移動に

おいてもこどもたちに危険のないよう、周囲の環境や運営時間等に配慮するこ

と。 

（４）必要に応じ、食品衛生法（昭和 22年法律第 233号）に基づく許可を受けるほ

か、食中毒予防等衛生管理に努めること。 

（５）夏休み及び冬休み等の長期休暇期間において、年間合計２回以上計画するよ

う努めること。 

（６）こども家庭センター等の相談機関や、学校・放課後児童クラブ等との連携を

図り、支援が必要なこどもや家庭の把握に努めること。 

（７）支援が必要なこどもや家庭を発見した場合には、市町村や関係機関と連携し

て適切な対応を図るよう努めること。 

 

（交付申請） 

第６条 規則第５条の規定による補助金交付申請書（規則別記様式第１号）の提出期

限は、知事が別に定める日とし、添付すべき書類は、次のとおりとする。 

（１）事業計画書（様式第１号） 

（２）所要額調書（様式第２号、様式第２号－１） 

（３）振込先口座の通帳の写し 

２ 事業実施主体は、前項の補助金の交付の申請をするに当たっては、当該補助金に

係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額

のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額とし

て控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規定

による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助対象経費に占める補助

金の割合を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して申請しなければならな

い。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでな

いものについては、この限りではない。 

 

（交付の決定） 

第７条 知事は、前条第１項の規定による補助金交付申請書の提出があった場合にお

いて、その内容を審査し、適正と認めるときは、補助金の交付決定を行い、事業実

施主体に通知するものとする。 

２ 知事は、前項による交付決定に当たっては、前条第２項により当該補助金に係る

消費税等仕入控除税額について減額して交付の申請がなされたものについては、こ



れを審査し、適当と認めたときは、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額を減額

するものとする。 

３ 知事は、前条第２項ただし書による交付の申請がなされたものについては、当該

補助金に係る消費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行

うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものする。 

 

（交付の条件） 

第８条 規則第７条第１項第１号に定める軽微な変更は、補助金の額の増を伴う変更

以外の変更とする。 

２ 規則第７条第１項第１号の規定により、知事の承認を受けようとするときは、事

業計画変更承認及び補助金変更交付申請書（様式第３号）に、次の書類を添えて提

出しなければならない。 

（１）事業計画書（様式第１号） 

（２）所要額調書（様式第２号、様式第２号－１） 

３ 規則第７条第１項第１号の規定により、補助事業の中止又は廃止について知事の

承認を受けようとするときは、事業中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を提出

しなければならない。 

 

（実績報告） 

第９条 規則第 14 条の規定による補助金実績報告書（規則別記様式第２号）の提出

期限は、補助事業完了後 30 日を経過する日又は令和８年２月６日のいずれか早い

日とし、添付すべき書類は、次のとおりとする。 

（１）事業報告書（様式第５号） 

（２）事業費決算書（様式第６号） 

（３）事業実施に伴う証拠書類 

ア 帳簿（別紙１） 

イ 領収書・レシートの写し 

ウ 開催日及びその開催内容が分かる資料の写し 

２ 第６条第２項ただし書により交付の申請をした事業実施主体は、前項の実績報告

書を提出するに当たっては、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかであ

る場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

３ 第６条第２項ただし書により交付の申請をした事業実施主体は、第１項の実績報

告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る

消費税等仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した

場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税等仕入控除税

額報告書（様式第７号）により速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令

を受けてこれを返還しなければならない。 

 

 



（補助金の支払い） 

第10条 補助金は、交付すべき補助金の額が確定した後に支払うものとする。ただし、

知事が必要と認めるときは、補助金の交付決定の後に概算払をすることがある。 

２ 補助金の概算払を受けようとするときは、補助金概算払請求書（様式第８号）に

概算払を必要とする理由書及び資金計画書を添えて、知事に提出しなければならな

い。 

 

（帳簿の備付等） 

第 11 条 事業実施主体は、他の経理と区分した帳簿を備え、事業に関する収支や経

費の使途を明らかにしておかなければならない。また、補助事業に係る関係書類

を、事業実施年度の翌年度から５年間保管しなければならない。 

 

（書類の提出） 

第 12 条 この補助金に関し、事業実施主体が知事に提出する書類は、所轄の総合支

庁保健福祉環境部こども家庭支援課に提出しなければならない。 

２ 各総合支庁保健福祉環境部こども家庭支援課は、事業実施主体が提出した書類に 

ついて内容を確認の上、しあわせ子育て応援部こども家庭福祉課に進達しなければ 

ならない。 

 

 

 

   附 則 

 この要綱は、令和７年７月14日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

別表 

 

補助対象経費 補助金の額 

１ 食事の提供に要する食材の購入費 

２ 調理器具や筆記用具等の消耗品費※ 

 （価格が１万円未満であり、かつ当該事業で使用するものに限る。）  

３ 会場の使用料・賃借料 

４ 食品衛生法施行条例（平成 12年３月 21日山形県条 

例第 23号）第３条第２項に基づく手数料※ 

５ 食品衛生法第 48 条第６項第３号に定める要件を満た

すための食品衛生責任者養成講習会等の受講料※  

６ 傷害保険、ボランティア活動保険等の保険加入料 

７ 周知用チラシの作成等に要する広報費※ 

８ その他知事が必要と認める経費※ 

補助対象経費とな

る支出額から寄付金

その他収入額を控除

した額又は開催回数

に１万２千円を乗じ

た額のいずれか低い

額（21 万６千円を上

限とする。） 

  ※令和７年度山形県こどもの居場所立上支援事業費補助金の対象経費に計上し

たものを除く。 


